
議第２８号 呉市職員退職手当支給条例の特例に関する条例の一部を改正する条例

の制定について 

 

１ 改正の趣旨 

 一般職の職員が勧奨退職をする場合における退職手当の特例加算措置の期間を

５年間延長するものです。 

 

２ 改正の内容 

 ４５歳以上の職員が勧奨退職をする場合に，特例措置として，退職時の年齢に

応じて，次の表のとおり退職手当の基礎額の割増しをすることとしています。 

退職の日における年齢 原   則 特例による加算割合 

４５歳 １００分の４５ 

１００分の５０ 

４６歳 １００分の４２ 

４７歳 １００分の３９ 

４８歳 １００分の３６ 

４９歳 １００分の３３ 

５０歳 １００分の３０ 

５１歳 １００分の２７ 

５２歳 １００分の２４ 

５３歳 １００分の２１ 
１００分の４０ 

５４歳 １００分の１８ 

５５歳 １００分の１５ 
１００分の３０ 

５６歳 １００分の１２ 

５７歳 １００分の９ 
１００分の２０ 

５８歳 １００分の６ 

５９歳 １００分の３ １００分の１０ 

 この特例措置の期間は，平成３０年３月３１日までとしていましたが，引き続き年

齢構成の平準化と定員適正化を図るため，当該特例措置を平成３５年３月３１日まで延

長します。 

 

３ 施行期日 

 平成３０年４月１日 

 

４ 退職事由別退職者数及び年齢別職員構成 

 過去５年間の退職事由別退職者数（上下水道局の職員を除きます。）及び平成

２９年度の年齢別職員構成（年齢は平成３０年３月３１日現在で，上下水道局の

職員を除きます。）は，次のとおりです。 

(1) 退職事由別退職者数 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人）

区　　分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 5年度計

定年退職 72 61 72 72 61 338

勧奨退職 14 25 28 20 12 99

その他退職 18 22 19 17 25 101

計 104 108 119 109 98 538



 

(2) 年齢別職員構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 新旧対照表 

現 行 改正案 

 呉市職員退職手当支給条例（昭和３８年呉市

条例第１５号。以下「退職手当条例」とい

う。）の特例として，市長が別に定める基準に

従い，平成２１年３月３１日から平成３０年３

月３１日までの間に，退職の日における年齢が

４５歳以上５９歳以下である職員（教育職給料

表の適用を受ける職員を除く。）が退職した場

合に支給する退職手当の額は，当該退職を定年

退職とみなして退職手当条例の規定を適用して

得られる額とし，この場合における退職手当の

計算の基礎となる給料月額は，その者の退職の

日における給料月額にその者の退職の日におけ

る年齢の区分に応じて次の表に定める割合を乗

じて得た額を加算した額とする。ただし，その

退職後，引き続き本市の副市長，企業管理者又

は教育長に就任する者にあっては，この限りで

ない。 

（表略） 
 

 呉市職員退職手当支給条例（昭和３８年呉市

条例第１５号。以下「退職手当条例」とい

う。）の特例として，市長が別に定める基準に

従い，平成２１年３月３１日から平成３５年３

月３１日までの間に，退職の日における年齢が

４５歳以上５９歳以下である職員（教育職給料

表の適用を受ける職員を除く。）が退職した場

合に支給する退職手当の額は，当該退職を定年

退職とみなして退職手当条例の規定を適用して

得られる額とし，この場合における退職手当の

計算の基礎となる給料月額は，その者の退職の

日における給料月額にその者の退職の日におけ

る年齢の区分に応じて次の表に定める割合を乗

じて得た額を加算した額とする。ただし，その

退職後，引き続き本市の副市長，企業管理者又

は教育長に就任する者にあっては，この限りで

ない。 

（表略） 
 

 

このグラフ，差し替え 


